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１．はじめに  

 近年大規模地震に対する既設盛土の耐震性を向上させるため，盛土

の補強対策が実施されている．盛土の耐震補強工として，棒状補強材

を盛土に設置して，のり面工と結合すること（いわゆる，地山補強土工

法）が多いが，本工法の地震時の挙動特性や抵抗メカニズムについて

はまだ不明である．そこで著者らは小型振動台実験を実施して，棒状

補強材とのり面工を用いて補強した盛土の動的挙動特性について検討

した．本稿では，小型振動台実験の概要と盛土の破壊挙動および加速

度応答特性について述べる． 

２．小型振動台実験  

 本研究では土槽(長さ 1600mm，奥行き 800mm，高さ 1000mm)の内部

に実物の 1/10 スケールを想定した高さ 600mm の模型盛土を製作して，

一方向(水平)の振動を与えた実験を実施した．表-1 に実験ケースと各

ケースの盛土の状態を示す．ここで，CASE3 の複合型法面工は開口部

を設けたモルタル部と植生部の二層構造法面保護工であり 1)，本研究

では構造体としてモルタル部のみを設置した．盛土材は 5mm 以下のま

さ土を用いた(締固め試験 A-b 法:ρdmax=1.814g/cm3, wopt=13.6%)．図-1 と

図-2 に盛土材の粒径加積曲線と強度特性それぞれを示す． 

盛土は締固め度 85%，含水比 15％程度を目標値として制作した．φ

10mm のアクリル棒を補強材として用いたが，実験途中にのり面工と

の結合部で破断され，CASE3 と CASE4 では同直径の鋼棒を用いた(計

測用補強材のみアクリル棒使用)．また，補強材の外周部には盛土との

摩擦抵抗を再現するため，接着剤で土粒子を貼り付けた．複合型法面

工(重量 12.2kg)と吹付法枠工(重量 10.9kg)は無収縮モルタルを用いて制

作した．模型盛土は法面形状(勾配 1:1.2)でアングルを固定して，含水

比調整した土を一層(50mm)ずつ所定の土量を入れ，タンパーで締固め

ながら造成した．また，計 6 か所で土試料のサンプリングを行い，締

固め度および含水比を確認した(図-3 参照)．一方，本実験での補強材の

施工手順は，実験の都合上，棒状補強材を盛土施工前に設置し，法面工は盛土施工後に設置して補強材とナッ

トで固定した．本実験では盛土内部に加速度計(水平 7 か所)を設置し，天端には鉛直変位計(3 か所)を設置し

た．また，１つの補強材の両端部に各 2 個のひずみゲージを貼り，補強材の軸力を測定した．図-3 に計測器の

配置位置を示す．なお，加振前後に 3 次元測量を実施し，加振中にはハイスピードカメラにより応答変位を計

測した．加振は 5Hz の正弦波(12 波)を 200Gal から 200Gal ずつ増加させて，盛土で破壊が生じるまで行った． 
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表-1 実験解析ケース 
区分 CASE1 CASE2 CASE3 CASE4 
補強材 - アクリル棒 鋼棒 鋼棒 

のり面工 - ワイヤー 
連結工 

複合型 
法面工 

吹付 
法枠工 

締固め度 87.3％ 88.2％ 85.4％ 86.6％ 
含水比※1 14.0％ 15.2％ 14.4％ 14.7％ 

含水比※2 12.6％ 14..0％ 13.9％ 14.6％ 

飽和度※1 56.1％ 62.4％ 54.5％ 57.7％ 

飽和度※2 50.5％ 57.4％ 52.6％ 57.3％ 
※1:施工時，※2:加振時 

 
図-1 盛土材の粒径加積曲線 

 
図-2 盛土材の三軸試験結果 

 
図-3 計測器配置図 
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３．実験結果  

3.1 破壊挙動特性 

 600Gal 以上の加振後の盛土の様子を図-4 に示す．

CASE1 では，600Gal 加振時に法面上部および天端で

クラックが複数確認されて，800Gal 加振時にはまず

法面上部にて破壊が発生した後，法面全体ですべり

破壊が発生した．一方，CASE2~4 では，600Gal 加振

時にまず最上段の補強材周辺でクラックが発生した

後，法肩部で破壊が生じ，とりわけ，CASE2 では深

いすべり破壊も伴うような変状が発生した．800Gal

加振時には，CASE2~4 ともに盛土全体で沈下が発生

し，法肩部での破壊が広がったが，CASE3 と CASE4

ではのり面工により大きいすべり破壊は抑え込まれ

た．面状のり面工で法面を抑えている CASE3 の複合

型法面工の方が，のり面崩壊軽減がより顕著であった． 

3.2 加速度応答特性 

 図-5 に各ケースにおける測点 A6 の応答加速度の時刻歴

の例を，図-6 に盛土内部での最大応答加速度(+方向)をプロ

ットして，入力加速度に対する増幅率を示す．ちなみに，計

測器の不具合のため CASE1 では 400Gal のデータが取得で

きなかった．400Gal の加振では，両方向(+,－)の応答加速度

の差は少ないが，600Gal では(+)方向の応答加速度が大きい

ことが分かる(図-5)．一方，加振加速度が大きくなることに

より天端での加速度の増幅が大きくなる傾向が分かる(図-

6)．また，400Gal まではのり面工による増幅率の差は大きく

ないものの，600Gal と 800Gal の加振では，CASE2~4 の応

答加速度が CASE1 に比べ大きくなっている．盛土状態のバ

ラツキ(表-1)の影響もあるが，600Gal 以上の破壊が発生する

程度の加振では，補強材の補強効果が減少し，のり面工の慣

性力が盛土に荷重として作用する可能性も考えられる． 

４．考察 

 本実験の結果，のり面工設置により，地震時に大規模すべ

り破壊を抑制する効果が確認でいた．一方，のり面工の剛性

が高いほど，また法面を抑える面積が広い程，より効果的で

あることが分かった．既往の研究 2),3)でも指摘されているよ

うに，地震時にのり面工の慣性力が応答加速度や盛土の変

形に影響を及ぼす可能性も確認された．本振動台実験の盛

土の変形については，別稿 4)で議論する． 
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(a)CASE1      (b)CASE2       (c)CASE3       (d)CASE4 
 図-4 加振後の破壊様子(上：600Gal, 下：800Gal) 

 

 
図-5 応答加速度の時刻歴の例(測点 A6) 

 
図-6 応答加速度の増幅率(測点 A2, A4, A6, A7) 
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